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石川県外国人介護福祉士養成支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 石川県外国人介護福祉士養成支援事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）については、石川県補助金交付規則（昭和３４年石川県規則第２９号。

以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによ

る。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、介護福祉士の資格取得を目指し日本語学校及び介護福

祉士養成施設に在学する外国人留学生（以下「留学生」という。）に奨学金の

貸与又は給付による支援を行い、将来、当該留学生を本県において介護の専

門職として雇用しようとする介護サービス事業者の負担を軽減すること及び

質の高い介護人材の確保を図ることを目的とし、これに要する経費について

予算の範囲内で補助する。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定める

ところによる。 

（１） 介護サービス事業者 介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３

号）に基づき指定又は許可を受け介護事業を営む法人又は個人事業主をいう。 

（２） 日本語学校 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定

める省令の留学の在留資格に係る基準の規定に基づき日本語教育機関等を

定める件（平成２年法務省告示第１４５号）により告示された日本語教育機

関であるものをいう。 

（３） 介護福祉士養成施設 社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第２項第１

号に規定される学校又は養成施設であるものをいう。 

（４） 介護等の業務 介護福祉士として行う「指定施設における業務の範囲等

及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等につい

て」（令和６年７月３日社援発０７０３第１号）の別添２に定める職種の業

務をいう。 

 

（補助金交付の対象となる者） 

第４条 この補助金の交付対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、県

内に介護施設を有する介護サービス事業者とする。 

２ 補助事業者は、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者

であってはならない。 
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（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６ 

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を

与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

３ 補助事業者は、前項の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与している

法人その他の団体又は個人であってはならない。 

 

（補助金交付の対象となる事業） 

第５条 この補助金の交付対象となる事業は、補助事業者の留学生に対する奨

学金の貸与又は給付で、将来、補助事業者が営む県内の介護施設に当該留学

生を介護福祉士として雇用する目的で行う事業（以下、「補助事業」という。）

とする。ただし、他の助成制度を活用し、この補助金交付の対象となる経費

（以下、「補助対象経費」という。）と性質を一にする経費の助成を受ける場

合は、この限りではない。 

 

（補助対象経費及び補助率等） 

第６条 前条の奨学金のうち、この補助金の補助対象経費及び補助率等は、別表

のとおりとする。 

２ 前項に関わらず、日本語学校又は介護福祉士養成施設を退学した留学生（た

だし、交付申請年度に日本語学校に在学し、一定の日本語能力があると認め

られ、翌年度に介護福祉士養成施設に進学する者は除く）に係る当該退学し

た日の属する年度の経費については、補助対象経費から除外する。 

 

（補助金交付申請） 

第７条 補助事業者は、補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、

別途通知する日までに知事に提出しなければならない。 

  

（補助金交付決定） 

第８条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、そ

の内容を審査の上、適当と認められるときは補助金の交付決定を行い、補助
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事業者に通知するものとする。 

 

（補助金交付の条件） 

第９条 知事は補助金の交付決定をする場合において、補助金の交付の目的を

達成するため、次の各号に掲げる事項について、条件を付するものとする。 

（１） 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更しようとする場

合には、知事の承認を受けること。ただし、補助金の交付決定額に変更がな

く、補助事業に要する経費の間の２０％以内の変更については、この限りで

はない。 

（２） 補助事業を中止又は廃止しようとする場合には、知事の承認を受けるこ

と。 

（３） 補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行

が困難となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受ける

こと。 

（４） 補助事業者は、補助事業を実施するため、奨学金の貸与規程又は給付規

程等の規程を定めなければならないこと。 

（５） 補助事業者は、貸金業法（昭和５８年法律第３２号）等の関係法令を遵

守しなければならないこと。 

２ 前項第１号の規定により、知事に変更の承認を受けようとする者は、様式第

２号による申請書を提出しなければならない。 

３ 第１項第２号に規定により、知事に中止又は廃止の承認を受けようとす 

る者は、様式第３号による申請書を提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第10条 知事は、補助事業の遂行の状況に関し、必要があると認めるときは、補

助事業者に対して、補助事業の遂行の状況について報告を求め、または実地

に調査することができる。なお、補助事業者は、調査に協力しなければならな

い。 

 

（実績報告） 

第11条 補助事業者は、交付決定に係る補助事業が完了したとき（補助事業の廃

止の承認を受けたときを含む。）は補助事業完了後３０日以内又は、当該年度

の３月３１日のいずれか早い日までに、事業実績報告書（様式第４号）に関係

書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第12条 知事は、前条の報告を受けた場合は、報告書等の書類の審査を行い、そ
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の報告に係る事業の実施結果が補助金の交付決定の内容（第９条第１項によ

り承認をした場合は、その承認した内容）に適合すると認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付請求） 

第13条 規則第１６条第２項に規定する補助金請求書は、様式第５号のとおり

とする。 

 

（補助事業完了後の現況報告） 

第14条 補助事業者は、補助金交付年度の翌年度から補助事業者が県に補助金

の返還を要さなくなるまでの間、留学生の現況について、様式第６号により

毎年５月末日までに、報告するものとする。ただし、当該留学生が補助金交付

年度の翌年度も補助対象となる場合は、この限りではない。 

 

（補助金交付決定の取消し及び返還） 

第15条 知事は、補助事業者が補助事業に関して補助金の交付の決定の内容又

はこれに付した条件その他法令等又は知事の命令若しくは指示に違反したと

きは、補助金の額の確定の有無に関わらず補助金の交付の決定の全部または

一部を取り消すことができる。 

２ 補助事業者が第４条第２項及び第３項の規定に該当することが判明した 

ときは前項の規定を準用する。 

３ 補助事業者の支援する留学生が次の各号のいずれかに該当するときは、第１

項の規定を準用する。ただし、留学生の死亡や心身の故障などやむを得ない

理由があると知事が認める場合はこの限りではない。 

（１） 日本語学校に在学する留学生が本補助金の交付申請年度の翌年度（留年

となった場合は翌々年度）に介護福祉士養成施設に入学できなかったとき。 

（２） 介護福祉士養成施設に在学する留学生が介護福祉士養成施設を卒業でき

なかったとき。 

（３） 介護福祉士養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を行

い、補助事業者の営む県内の介護施設において介護等の業務に５年の間引き

続き従事しなかったとき。 

４ 知事は、前３項の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、

規則第１８条第１項の規定により、既に補助金が交付されているときは、期

限を定めて、返還させるものとする。ただし、介護等の業務に従事した場合

には、交付済額に介護等の業務に従事した期間（月数）を乗じ６０（月数）

で除した額について、返還は不要とする。この場合、１，０００円未満は切

り上げるものとする。 
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５ 前項により補助金の返還を指示された補助事業者は、これを納期日までに

納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その

未納付額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を県に納付しなければな

らない。 

 

（書類の保管） 

第 16条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び

証拠書類を、当該補助事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の翌年度から起算して５年間保

管しておかなければならない。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和６年７月３日から施行する。 

 

別表 

１ 区分 ２ 補助対象経費 ３ 基準額（上限額） ４ 補助率 ５ 対象年度 

日本語学校 学費 年額６００千円 

１／３ 

介護福祉士養成

施設入学前年度 居住費等の 

生活費※ 

年額３６０千円 

介護福祉士 

養成施設 

居住費等の 

生活費※ 

年額３６０千円 在学中の年度 

※ 賃貸住宅の家賃のほか、食費・光熱費等留学生が日常生活を営むために継続

的に必要とするもので知事が認める経費 

※ 補助事業者が基準額を超えて奨学金の貸与又は給付を行う場合に限り、以

下①②のとおり基準額の加算を行う。 

① 年額２４０千円まで加算 

② 入居に係る初期費用等について、該当月に限り、月５０千円まで加算 

 

 


